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（総    則）

第１条　令和８年度宇陀市下水道事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

(1) ７２２．８ ha

(2) ｍ
３

(3) ｍ
３

(4) 主要な建設改良事業

社会資本整備総合交付金事業 ２１６，５００ 千円

流域下水道建設負担金事業 ４７，８２９ 千円

（収益的収入及び支出）

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収　　　　　　入

第１款 下水道事業収益 ７８４，６１９ 千円

第１項 ２６１，６０６ 千円

第２項 ５２３，０１３ 千円

支　　　　　　出

第１款 下水道事業費用 ７８４，６１９ 千円

第１項 ７３４，８２７ 千円

第２項 ４８，１９２ 千円

第３項 １００ 千円

第４項 １，５００ 千円

（資本的収入及び支出）

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的

支出額に対し不足する額１７６，０４２千円は当年度分消費税及び地方消費税資本的

収支調整額２４，１３４千円、過年度分損益勘定留保資金４４，１４３千円及び、当

年度分損益勘定留保資金１０７，７６５千円で補てんするものとする。）。

収　　　　　　入

第１款 ４５０，６６９ 千円

第１項 ３６６，５００ 千円

第２項 ３４，０００ 千円

第３項 ５０，１６９ 千円

支　　　　　　出

第１款 ６２６，７１１ 千円

第１項 ２８７，１１８ 千円

第２項 ３３９，５９３ 千円企 業 債 償 還 金

営 業 費 用

営 業 外 費 用

特 別 損 失

予 備 費

資 本 的 収 入

企 業 債

補 助 金

他 会 計 補 助 金

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

営 業 外 収 益

令和８年度　宇陀市下水道事業特別会計予算

供 用 区 域 面 積

年 間 有 収 水 量

一日平均有収水量

営 業 収 益

１，６４２，４８８

４，５００
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（企　業　債）

第５条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定め

る。

千円

（一時借入金）

第６条　一時借入金の限度額は、１００，０００千円と定める。

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第７条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定

める。

(1) 収益的支出における各項間の流用

(2) 資本的支出における各項間の流用

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第８条　次に掲げる経費については、その経費の金額をそれ以外の経費の金額に流用し、

又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければな

らない。

(1) ４４，６９７ 千円

（他会計からの補助金）

第９条　他会計から補助金を受ける金額は、次のとおりと定める。　

(1) 下水道事業の運営管理に係る一般会計からの補助金 ８６，２６３ 千円

（たな卸資産購入限度額）

第１０条　たな卸資産の購入限度額は、２，５００千円と定める。　

令和８年３月３日提出

奈良県宇陀市長　金　剛　一　智

４.０％以内(ただし、
利率見直し方式で借り
入れる政府資金及び地
方公共団体金融機構資
金について、利率の見
直しを行った後におい
ては当該見直し後の利
率)

政府資金又は地方公共団体金
融機構資金については、その
融資条件により、銀行その他
の場合には、その債権者と協
定するものとする。ただし、
企業財政の都合により据置期
間及び償還期限を短縮し、若
しくは繰上償還又は低利に借
換えすることができる。

３６６，５００

職 員 給 与 費

起債の目的 限度額 起債の方法

下 水 道
事 業

普通貸借
又は

証券発行

利    率 償還の方法
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備考

1. 784,619

1. 営 業 収 益 261,606

1. 231,991

2. 1,487

3. 28,000

4. 128

2. 営 業 外 523,013

収 益 1. 100

2. 208,630

3. 314,282

4. 1

備考

1. 784,619

1. 営 業 費 用 734,827

1. 304

2. 10,586

3. 14,128

4. 107,267

5. 105,990

6. 1,487

7. 490,065

8. 5,000

2. 営 業 外 48,192

費 用 1.

2. 17,000

3. 10

3. 特 別 損 失 100

1. 100

4. 予 備 費 1,500

1. 1,500

31,182
企 業 債 取 扱 諸 費

消費税及び地方消費税

雑 支 出

過 年 度 損 益 修 正 損

支 払 利 息 及 び

雨 水 維 持 管 理 費

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

予 備 費

管渠等汚水維持管理費

他 会 計 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入 益

雑 収 益

支　　　　　出

款 項 目 予定額(千円)

下 水 道
事 業 費 用

普 及 促 進 費

業 務 費

総 係 費

流域下水道維持管理費

受 取 利 息 及 び 配 当 金

令和８年度　宇陀市下水道事業特別会計予算実施計画

収　益　的　収　入　及　び　支　出

収　　　　　入

款 項 目 予定額(千円)

下 水 道
事 業 収 益

下 水 道 使 用 料

雨 水 処 理 負 担 金

補 助 金

そ の 他 営 業 収 益
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備考

1. 450,669

1. 企 業 債 366,500

1. 366,500

2. 補 助 金 34,000

1. 34,000

3. 他 会 計 50,169

補 助 金 1. 50,169

備考

1. 626,711

1. 建 設 287,118

改 良 費 1.

2. 47,829

2. 企 業 債 339,593

償 還 金 1. 339,593

資 本 的
支 出

下 水 道 建 設
239,289

事 業 費 （ 汚 水 ）

流 域 下 水 道 建 設 費

企 業 債 償 還 金

資 本 的
収 入

企 業 債

国 庫 補 助 金

他 会 計 補 助 金

支　　　　　出

款 項 目 予定額(千円)

資　本　的　収　入　及　び　支　出

収　　　　　入

款 項 目 予定額(千円)
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(単位：千円)

Ⅰ業務活動によるキャッシュ・フロー

　当年度純利益 3,500

　減価償却費 490,065

　固定資産除却費 5,000

　賞与引当金の増減額（△は減少） 199

　貸倒引当金の増減額（△は減少） 0

　長期前受金戻入額 △ 314,282

　受取利息及び配当金 △ 100

　支払利息及び企業債取扱諸費 31,182

　営業及び営業外未収金の増減額（△は増加） △ 7,975

　たな卸資産の増減額（△は増加） △ 273

　営業及び営業外未払金・未払費用の増減額（△は減少） 8,364

　小計 215,680

　受取利息及び配当金 100

　支払利息及び企業債取扱諸費 △ 31,182

　業務活動によるキャッシュ・フロー① 184,598

Ⅱ投資活動によるキャッシュ・フロー

　固定資産取得・建設改良事業等実施額 △ 262,984

　国庫補助金による収入 34,000

　４条特定収入消費税の圧縮記帳額 △ 4,939

　他会計補助金による収入 50,169

　投資活動に伴う未払金等の債務の増減額（△は減少） 0

　投資活動によるキャッシュ・フロー② △ 183,754

Ⅲ財務活動によるキャッシュ・フロー

　建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 366,500

　建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 333,908

　その他の企業債の償還による支出 △ 5,685

　財務活動によるキャッシュ・フロー③ 26,907

Ⅳ現金預金の増減額（△は減少）　④=①+②+③ 27,751

Ⅴ現金預金の期首残高 83,415

Ⅵ現金預金の期末残高 111,166

令和８年度  　宇陀市下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

（令和8年4月1日から令和9年3月31日まで）
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（単位：千円）

1 .

(1)

イ . 173,216

ロ . 289,361

△ 69,922 219,439

ハ . 11,565,082

△ 3,083,205 8,481,877

ニ . 498,290

△ 130,932 367,358

ホ . 600

△ 516 84

ヘ . 11,461

△ 8,732 2,729

ト . 14,591

9,259,294

(2)

イ . 391,231

391,231

9,650,525

2 .

(1) 111,166

(2) 65,501

△ 1,000 64,501

(3) 2,986

178,653

9,829,178

未 収 金

貸 倒 引 当 金

貯 蔵 品

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

現 金 預 金

工具、器具及び備品

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

有形固定資産合計

無 形 固 定 資 産

施 設 利 用 権

無形固定資産合計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

令和８年度　宇陀市下水道事業予定貸借対照表

（令和9年3月31日）

資　　　産　　　の　　　部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地

建 物

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置
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3 .

(1) 2,653,394

2,653,394

4 .

(1) 19,472

(2) 113

(3) 1

(4) 340,499

(5) 3,722

363,807

5 .

7,841,920

△ 2,139,903

5,702,017

8,719,218

6 . 952,990

7 .

(1) 76,394

(2)

イ . 80,576

80,576

156,970

1,109,960

9,829,178負 債 資 本 合 計

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

当年度未処分利益剰余金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

長期前受金収益化累計額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

資　　　本　　　の　　　部

資 本 金

剰 余 金

預 り 金

企 業 債

引 当 金

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

固 定 負 債

企 業 債

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

未 払 金

未 払 費 用

負　　　債　　　の　　　部
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（単位：千円）

1 .

(1) 211,164

(2) 1,028

(3) 17,719

(4) 141 230,052

2 .

(1) 58

(2) 9,588

(3) 8,975

(4) 97,626

(5) 61,914

(6) 935

(7) 490,004

(8) 0 669,100

439,048

3 .

(1) 300

(2) 178,382

(3) 313,375

(4) 62

(5) 57 492,176

4 .

(1) 28,496

(2) 9,195 37,691 454,485

15,437

5 .

(1) 4 4 △ 4

15,433

61,643

77,076

特 別 損 失

営 業 外 収 益

受 取利 息及 び 配 当金

他 会 計 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入 益

雑 収 益

営 業 外 費 用

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金

その他未処分利益剰余金変動額

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

過 年 度 損 益 修 正 損

当 年 度 純 利 益

補 助 金

引 当 金 戻 入 益

支払利息及び企業債取扱諸費

雑 支 出

経 常 利 益

管渠等汚水維持管理費

雨 水 維 持 管 理 費

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

営 業 損 失

そ の 他 営 業 収 益

営 業 費 用

普 及 促 進 費

業 務 費

総 係 費

流域下水道維持管理費

令和７年度　宇陀市下水道事業予定損益計算書（前年度分）

（令和7年4月1日から令和8年3月31日まで）

営 業 収 益

下 水 道 使 用 料

雨 水 処 理 負 担 金
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（単位：千円）

1 .

(1)

イ . 173,216

ロ . 200,981

△ 60,160 140,821

ハ . 11,541,264

△ 2,635,452 8,905,812

ニ . 238,150

△ 120,186 117,964

ホ . 600

△ 516 84

ヘ . 11,461

△ 8,246 3,215

ト . 172,426

9,513,538

(2)

イ . 369,069

369,069

9,882,607

2 .

(1) 83,415

(2) 57,525

△ 1,000 56,525

(3) 2,714

142,654

10,025,261

貯 蔵 品

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

流 動 資 産

車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

現 金 預 金

工具、器具及び備品

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

有形固定資産合計

未 収 金

貸 倒 引 当 金

減 価 償 却 累 計 額

無 形 固 定 資 産

施 設 利 用 権

無形固定資産合計

固 定 資 産 合 計

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

令和７年度　宇陀市下水道事業予定貸借対照表（前年度分）

（令和8年3月31日）

資　　　産　　　の　　　部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地

建 物
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3 .

(1) 2,621,777

2,621,777

4 .

(1) 11,221

(2) 0

(3) 1

(4) 345,208

(5) 3,523

359,953

5 .

7,767,670

△ 1,830,599

5,937,071

8,918,801

6 . 952,990

7 .

(1) 76,394

(2)

イ . 77,076

77,076

153,470

1,106,460

10,025,261負 債 資 本 合 計

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

当年度未処分利益剰余金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

長期前受金収益化累計額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

資　　　本　　　の　　　部

資 本 金

剰 余 金

預 り 金

企 業 債

引 当 金

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

固 定 負 債

企 業 債

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

未 払 金

未 払 費 用

負　　　債　　　の　　　部
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Ⅰ　重要な会計方針に係る事項に関する注記

１　たな卸資産の評価基準及び評価方法

　　先入先出法による原価法とする。

２　固定資産の減価償却の方法

（1）有形固定資産（リース資産を除く。）

　　・減価償却の方法　　　定額法

　　・主な耐用年数

　　　　建物　　　　　　　　　８～５０年

　　　　構築物　　　　　　　１０～５０年

　　　　機械及び装置　　　　　８～２０年

　　　　車両運搬具　　　　　　　　　４年

　　　　工具、器具及び備品　　５～２０年

（2）無形固定資産

　　・減価償却の方法　　　定額法

３　引当金の計上方法

（1）賞与引当金及び法定福利費引当金

　職員の期末・勤勉手当の支給及びこれに係る法定福利費の支給に備えるため、

　当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上して

　いる。

（2）貸倒引当金

　債権の不納欠損による損失に備えるため、回収不能見込額を計上している。

４　消費税及び地方消費税の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。

注　　記
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1.総　　括 （単位：千円）

給　　　　　与　　　　　費

備考　（　）内は、再任用短時間勤務職員について外書きしたもの。

（単位：千円）

比　較 120 0 0 159 514

区  分 児童手当
管理職員
特別勤務
手　　当

特殊勤務
手　　当

賞与引当
金繰入額

合計

前年度 360 100 60 2,901 13,805

本年度 480 100 60 3,060 14,319

2,551 330 641 175

比　較 △ 234 0 0 △ 47 281 167 0 243 △ 175

宿日直
手　当

514 1,513 700 2,213

2,718 330 884 03,702手
　
当
　
の
　
内
　
訳

区  分 扶養手当
管理職
手　当

時間外
勤務手当

△ 10 347 285

通勤手当 期末手当 勤勉手当 住居手当 地域手当

前年度 978 540 1,140 608 3,421

本年度 744 540 1,140 561

比
　
　
較

損益勘定
支弁職員

―
( ― )

0 642

632
0

合　　計 ―
( ― )

0 999

524 1,166 415 1,581
0

資本勘定
支弁職員

―
( ― )

0 357

0

―
( ― )

0 20,052 13,805 33,857 8,627 42,484
5

44,697
5

前
　
年
　
度

損益勘定
支弁職員

―
( ― )

0 10,391 6,596 16,987 4,240 21,227
3

資本勘定
支弁職員

―
( ― )

0 9,661 7,209 16,870 4,387 21,257
2

合　　計

22,808
3

資本勘定
支弁職員

―
( ― )

0 10,018 7,199 17,217 4,672 21,889
2

本
　
年
　
度

損益勘定
支弁職員

―
( ― )

0 11,033 7,120 18,153 4,655

合　　計 ―
( ― )

0 21,051 14,319 35,370 9,327

給   与   費   明   細   書

区　　　分
職　員　数（人） 法　定

福利費
合計

特別職 一般職 報  酬 給  料 手  当  計
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ア.会計年度任用職員以外の職員 （単位：千円）

給　　　　　与　　　　　費

備考　（　）内は、再任用短時間勤務職員について外書きしたもの。

（単位：千円）

比　較 120 0 0 159 514

前年度 360 100 60 2,901 13,805

本年度 480 100 60 3,060 14,319

167 0 243 △ 175

区  分 児童手当
管理職員
特別勤務
手　　当

特殊勤務
手　　当

賞与引当
金繰入額

合計

2,551 330 641 175

比　較 △ 234 0 0 △ 47 281

2,718 330 884 0

前年度 978 540 1,140 608 3,421

本年度 744 540 1,140 561 3,702

通勤手当 期末手当 勤勉手当 住居手当 地域手当
宿日直
手　当

514 1,513 700 2,213
0

手
　
当
　
の
　
内
　
訳

区  分 扶養手当
管理職
手　当

時間外
勤務手当

△ 10 347 285 632
0

合　　計 ―
( ― )

0 999

524 1,166 415 1,581
0

資本勘定
支弁職員

―
( ― )

0 357

33,857 8,627 42,484
5

比
　
　
較

損益勘定
支弁職員

―
( ― )

0 642

16,870 4,387 21,257
2

合　　計 ―
( ― )

0 20,052 13,805

資本勘定
支弁職員

―
( ― )

0 9,661 7,209

10,391 6,596 16,987 4,240 21,227
3

14,319 35,370 9,327 44,697
5

前
　
年
　
度

損益勘定
支弁職員

―
( ― )

0

7,199 17,217 4,672 21,889
2

合　　計 ―
( ― )

0 21,051

7,120 18,153 4,655 22,808
3

資本勘定
支弁職員

―
( ― )

0 10,018

本
　
年
　
度

損益勘定
支弁職員

―
( ― )

0 11,033

区　　　分
職　員　数（人） 法　定

福利費
合計

特別職 一般職 報  酬 給  料 手  当  計
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イ.会計年度任用職員 （単位：千円）

給　　　　　与　　　　　費

備考　（　）内は、再任用短時間勤務職員について外書きしたもの。

（単位：千円）

2.給料及び手当の増減額の明細

― ―

―

手　　当 514

給 与 改 定 等 472 昇給・給与改定に伴う増加

そ の 他 42 人事異動による増加

会 計 年 度 任 用 職 員
制 度 導 入 に よ る 増

給　　料 999

給 与 改 定 等 793 昇給・給与改定に伴う増加

そ の 他 206 人事異動による増加

会 計 年 度 任 用 職 員
制 度 導 入 に よ る 増

―

区　　分 増減額（千円） 増減事由別内訳（千円） 説　　　　　　明

比　較 ― ― ― ― ―

前年度 ― ― ― ― ―

本年度 ― ― ― ― ―

― ― ― ―

区  分 児童手当
管理職員
特別勤務
手　　当

特殊勤務
手　　当

賞与引当
金繰入額

合計

― ― ― ―

比　較 ― ― ― ― ―

― ― ― ―

前年度 ― ― ― ― ―

本年度 ― ― ― ― ―

通勤手当 期末手当 勤勉手当 住居手当 地域手当
宿日直
手　当

― ― ― ―
―

手
　
当
　
の
　
内
　
訳

区  分 扶養手当
管理職
手　当

時間外
勤務手当

― ― ― ―
―

合　　計 ―
( ― )

― ―

― ― ― ―
―

資本勘定
支弁職員

―
( ― )

― ―

― ― ―
―

比
　
　
較

損益勘定
支弁職員

―
( ― )

― ―

― ― ―
―

合　　計 ―
( ― )

― ― ―

資本勘定
支弁職員

―
( ― )

― ― ―

― ― ― ― ―
―

― ― ― ―
―

前
　
年
　
度

損益勘定
支弁職員

―
( ― )

―

― ― ― ―
―

合　　計 ―
( ― )

― ―

― ― ― ―
―

資本勘定
支弁職員

―
( ― )

― ―

本
　
年
　
度

損益勘定
支弁職員

―
( ― )

― ―

区　　　分
職　員　数（人） 法　定

福利費
合計

特別職 一般職 報  酬 給  料 手  当  計
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3.給料及び手当の状況（会計年度任用職員以外の職員）

（1）職員一人当たり給与

（2）初　　任　　給

（3）級　別　職　員　数

備考　（　）内は、再任用短時間勤務職員について外書きしたもの。

（級別の標準的な職務内容）
2級 1級

一 般 行 政 職 部　長
次　長
課　長

課　長
課長補佐

課長補佐

主　任
主　査

主　事
技　師

主事補
技師補

区　　分 7級 6級 5級 4級 3級

１　級
( ― ) ( ― )

1 20.00

計
( ― ) ( ― )

5 100.00

３　級
( ― ) ( ― )

1 20.00

２　級
( ― ) ( ― )

― ―

５　級
( ― ) ( ― )

1 20.00

４　級
( ― ) ( ― )

1 20.00

―

６　級
( ― ) ( ― )

1 20.00

計
( ― ) ( ― )

5 100.00

令和７年１月１日現在

７　級
( ― ) ( ― )

―

２　級
( ― ) ( ― )

1 20.00

１　級
( ― ) ( ― )

― ―

４　級
( ― ) ( ― )

1 20.00

３　級
( ― ) ( ― )

1 20.00

20.00

５　級
( ― ) ( ― )

1 20.00

令和８年１月１日現在

７　級
( ― ) ( ― )

― ―

６　級
( ― ) ( ― )

1

大　　学　　卒 237,600 同じ

区　　　　　分
一般行政職

級 職員数（人） 構成比（％）

高　　校　　卒 206,700 同じ

短　　大　　卒 219,400 同じ

371,574

平 均 年 齢 （歳） 39.2

区　　　分 一般行政職（円） 一般会計の制度

393,019

平 均 年 齢 （歳） 41.0

令和７年１月１日現在

平 均 給 料 月 額 （円） 328,680

平 均 給 与 月 額 （円）

区　　　　　　　　　　　分 一般行政職

令和８年１月１日現在

平 均 給 料 月 額 （円） 345,780

平 均 給 与 月 額 （円）
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(4)　昇　　　　給

（5）特　殊　勤　務　手　当

（6）期　末　・　勤　勉　手　当

（7）定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

（8）そ　の　他　の　手　当

通　勤　手　当 同　じ ―

地　域　手　当 同　じ ―

住　居　手　当 同　じ ―

区　　分 一般会計の制度との異同 差異の内容

扶　養　手　当 同　じ ―

一般会計の制度
（支給率等）

24.5869 33.2708 47.7090 47.7090
４５歳以上定年前
早期退職特例措置

（定年前１年につき３％）

備　考

支給率等 24.5869 33.2708 47.7090 47.7090
４５歳以上定年前
早期退職特例措置

（定年前１年につき３％）

区　　　　分
20年勤続の
者（月分）

25年勤続の
者（月分）

35年勤続の
者（月分）

最高限度
（月分）

その他の加算措置等

一般会計の制度 2.325 2.325 4.650 有

前　　年　　度 2.300 2.300 4.600 有

本　　年　　度 2.325 2.325 4.650 有

区　　　　分
支給期別支給率 支給率計

（月分）

職制上の段階、職
務の級等による
加 算 措 置

備　考
6月（月分） 12月（月分）

　支給対象職員の比率（％）
　（令和８年１月１日現在）

80.00

　支給対象職員１人当たり平均支給月額（円） 1,250

　代表的な特殊勤務手当の名称 下水道作業手当

比率　(B)／(A)　　　　　 (％) 100.0

区　　　　　　分 一般行政職

　給料総額に対する比率（％） 0.29

２号給　(人) 0

３号給　(人) 0

４号給　(人) 5

比率　(B)／(A)　　　　　 (％) 100.0

前
　
年
　
度

職　員　数（Ａ）　　　　   (人) 5

昇給に係る職員数（Ｂ）　　（人） 5

号 給 数 別 内 訳

１号給　(人) 0

２号給　(人) 0

３号給　(人) 0

４号給　(人) 5

区 分 一般行政職

本
　
年
　
度

職　員　数（Ａ）　　　　   (人) 5

昇給に係る職員数（Ｂ）　　（人） 5

号 給 数 別 内 訳

１号給　(人) 0
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（単位：千円）

28,000 172,000
第二中継ポンプ

場更新事業
200,000 － －

令和８年度
まで

200,000

債務負担行為に関する調書

事　　項 限　度　額

前年度末までの支払
義務発生（見込）額

当該年度以降の支
払義務発生予定額

左の財源内訳

期　間 金　額 期　間 国庫補助金 企　業　債金　額
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収　入　の　部

本年度 前年度 比 較

予算額 予算額 増 減 金　　額

1. 下水道事業収益 784,619 768,983 15,636  

1. 営業収益 261,606 248,516 13,090  

1. 下 水 道 231,991 233,008  1,017

使 用 料 1. 下 水 道 231,991 下水道料金

使 用 料

2. 雨水処理 1,487 1,376 111  

負 担 金 1. 雨水処理 1,487 雨水処理負担金

負 担 金

3. 補 助 金 28,000 14,000 14,000  

1. 国 庫 14,000 社会資本整備総合交付金

補 助 金

2. 県補助金 14,000 流域下水道負荷軽減等推進事業

補助金

4. そ の 他 128 132  4

営業収益 1. 手 数 料 127 証明手数料 5

排水設備等工事責任技術者更新

登録手数料 27

排水設備等工事指定工事店更新

登録手数料 40

排水設備等工事責任技術者新規

登録手数料 25

排水設備等工事指定工事店新規

登録手数料 30

2. 雑 収 益 1

2. 営業外収益 523,013 520,467 2,546  

1. 受取利息 100 20 80  

及 び 1. 預金利息 100 普通預金等利息

配 当 金

2. 他 会 計 208,630 205,115 3,515  

補 助 金 1. 他 会 計 208,630 水質規制費に係る補助金

補 助 金 411

水洗便所等普及費に係る補助金

152

令和８年度　宇陀市下水道事業特別会計予算説明書

収　益　的　収　入　及　び　支　出

（単位　千円）

款 項 目
節

説　　　　　　明
区　　分
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本年度 前年度 比 較

予算額 予算額 増 減 金　　額
款 項 目

節
説　　　　　　明

区　　分

流域下水道の建設に要する経費

に係る補助金 1,101

高度処理費に係る補助金

19,121

分流式下水道等に要する経費に

係る補助金 128,513

普及特別対策に要する経費に係

る補助金 79

地方公営企業法の適用に要する

経費に係る補助金 22

特別措置分に係る補助金

344

児童手当に係る補助金 240

下水道事業運営管理補助金

58,647

（うち職員給与費相当額）

(1,581)

3. 長期前受 314,282 315,331  1,049

金戻入益 1. 受贈財産 66,796 受贈財産評価額

評 価 額

2. 補 助 金 159,716 国庫補助金 152,850

県補助金 6,866

3. 他 会 計 87,770 他会計補助金

補 助 金

4. 雑 収 益 1 1   

1. 雑 収 益 1 行政財産使用料
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支　出　の　部

本 年 度 前 年 度 比 較

予 算 額 予 算 額 増 減 金　　額

1. 下水道事業費用 784,619 768,983 15,636  

1. 営業費用 734,827 719,158 15,669  

1. 普 及 304 304   

促 進 費 1. 備 消 耗 280 下水道展啓発備品

品 費

2. 通 信 運 4 郵送料

搬 費

3. 補 助 20 水洗便所改造資金融資受給者利

交 付 金 子補給金

2. 業 務 費 10,586 12,542  1,956

1. 委 託 料 10,586 下水道使用料徴収委託料

3. 総 係 費 14,128 14,762  634

1. 給 料 3,722 一般職給料

2. 手 当 1,915 期末手当 627

勤勉手当 486

時間外勤務手当 200

通勤手当 125

住居手当 330

地域手当 147

3. 賞与引当 516 期末手当引当金繰入額 280

金繰入額 勤勉手当引当金繰入額 236

4. 法 定 1,492 職員共済組合負担金 1,186

福 利 費 公務災害補償基金負担金 12

退職手当負担金 294

5. 法定福利 112 職員共済組合負担金引当金繰入額

費引当金

繰 入 額

6. 旅 費 12 出張旅費

7. 備 消 耗 270 事務用消耗品

品 費

8. 燃 料 費 165 公用車ガソリン代

9. 光熱水費 575 事務所電気代 550

事務所下水道使用料 11

事務所ガス使用料 14

10. 修 繕 費 118 公用車修繕費 63

庁用機器等修理代 55

11. 通 信 運 146 郵送料

搬 費

（単位　千円）

款 項 目
節

説　　　　　　明
区　　分
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本 年 度 前 年 度 比 較

予 算 額 予 算 額 増 減 金　　額
款 項 目

節
説　　　　　　明

区　　分

12. 手 数 料 272 振込事務等手数料

13. 賃 借 料 1,061 コピー使用料 319

会計システム使用料 742

14. 保 険 料 27 自動車損害共済分担金

15. 委 託 料 2,484 日直業務委託料 1,834

検針業務委託料 73

会計システム保守委託料 577

16. 負 担 金 111 日本下水道協会負担金 96

奈良県下水道協会負担金 15

17. 研 修 費 130 研修会等参加費

18. 貸倒引当 1,000 未収金回収不能見込額に対する

金繰入額 引当金

4. 流域下水 107,267 108,123  856

道維持管 1. 負 担 金 107,267 流域下水道維持管理費等負担金

理 費 107,227

大和川上流・宇陀川流域下水道

協議会負担金 40

5. 管渠等汚 105,990 88,943 17,047  

水維持管 1. 給 料 7,311 一般職給料

理 費 2. 手 当 3,675 期末手当 1,264

勤勉手当 942

時間外勤務手当 400

扶養手当 312

通勤手当 186

特殊勤務手当 30

児童手当 240

地域手当 301

3. 賞与引当 1,014 期末手当引当金繰入額 561

金繰入額 勤勉手当引当金繰入額 453

4. 法 定 2,832 職員共済組合負担金 2,232

福 利 費 公務災害補償基金負担金 23

退職手当負担金 577

5. 法定福利 219 職員共済組合負担金引当金繰入額

費引当金

繰 入 額

6. 旅 費 12 出張旅費

7. 備 消 耗 330 管理用消耗品

品 費

8. 燃 料 費 64 管理用燃料代
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本 年 度 前 年 度 比 較

予 算 額 予 算 額 増 減 金　　額
款 項 目

節
説　　　　　　明

区　　分

9. 光熱水費 703 ポンプ場水道代

10. 修 繕 費 16,060 下水道施設緊急修繕費 1,100

中継ポンプ場修繕費 7,260

マンホールポンプ場修繕費

1,650

管渠等修繕費 1,100

鉄蓋等交換修繕費 4,400

管渠緊急清掃費 550

11. 通 信 2,176 緊急通報装置通信費 2,162

運 搬 費 郵送料 14

12. 手 数 料 39 井水用量水器交換手数料

13. 賃 借 料 136 土木積算システム使用料

14. 保 険 料 228 建物災害共済分担金 118

下水道賠償責任保険料 110

15. 委 託 料 58,238 ポンプ場保守点検業務委託料

11,617

電気保安業務委託料 332

水質検査業務委託料 411

下水道情報管理システム保守料

407

下水道台帳更新委託料 1,100

警備委託料 99

土木積算システム保守料 272

下水道施設点検調査業務委託料

44,000

16. 厚 生 費 43 Ｂ型肝炎予防接種料

17. 路 面 1,100 路面復旧費

復 旧 費

18. 動 力 費 9,810 中継ポンプ場動力費 4,423

マンホールポンプ場動力費

5,387

19. 材 料 費 2,000 管渠等修理材料代

6. 雨水維持 1,487 1,376 111  

管 理 費 1. 修 繕 費 1,100 雨水施設修繕費

2. 保 険 料 8 建物災害共済分担金 2

下水道賠償責任保険料 6

3. 委 託 料 207 排水ポンプ施設点検業務委託料

89

自家発電施設点検業務委託料

118
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本 年 度 前 年 度 比 較

予 算 額 予 算 額 増 減 金　　額
款 項 目

節
説　　　　　　明

区　　分

4. 動 力 費 172 排水ポンプ施設動力費

7. 減 価 償 490,065 492,108  2,043

却 費 1. 有形固定 468,747 建物 9,762

資産減価 構築物 447,753

償 却 費 機械及び装置 10,746

工具、器具及び備品 486

2. 無形固定 21,318 施設利用権

資産減価

償 却 費

8. 資 産 減 5,000 1,000 4,000  

耗 費 1. 固定資産 5,000 中継ポンプ場更新工事による

除 却 費 除却費

2. 営業外費用 48,192 48,225  33

1. 支払利息 31,182 31,215  33

及 び 1. 企 業 債 31,172 企業債利子

企業債取 利 息

扱 諸 費 2. 一時借入 10 一時借入金利子

金 利 息

2. 消費税及 17,000 17,000   

び地方消 1. 消費税及 17,000

費 税 び地方消

費 税

3. 雑 支 出 10 10   

1. 雑 支 出 10

3. 特別損失 100 100   

1. 過年度損 100 100   

益修正損 1. 過年度損 100

益修正損

4. 予備費 1,500 1,500   

1. 予 備 費 1,500 1,500

1. 予 備 費 1,500
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収　入　の　部

本 年 度 前 年 度 比 較

予 算 額 予 算 額 増 減 金　　額

1. 資本的収入 450,669 400,383 50,286  

1. 企業債 366,500 311,400 55,100  

1. 企 業 債 366,500 311,400 55,100  

1. 企 業 債 366,500

2. 補助金 34,000 36,000  2,000

1. 国 庫 34,000 36,000  2,000

補 助 金 1. 国 庫 34,000

補 助 金

3. 他会計補助金 50,169 52,983  2,814

1. 他 会 計 50,169 52,983  2,814

補 助 金 1. 他 会 計 50,169

補 助 金 係る補助金 6,645

補助金 1,443

費に係る補助金 5,684

特別措置分に係る補助金 8,541

児童手当に係る補助金 240

27,616

(21,649)

（うち職員給与費相当額）

資　本　的　収　入　及　び　支　出

（単位　千円）

款 項 目
節

説　　　　　　明
区　　分

社会資本整備総合交付金

流域下水道の建設に要する経費に

普及特別対策に要する経費に係る

地方公営企業法の適用に要する経

下水道事業運営管理補助金
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支　出　の　部

本 年 度 前 年 度 比 較

予 算 額 予 算 額 増 減 金　　額

1. 資本的支出 626,711 573,394 53,317  

1. 建設改良費 287,118 213,587 73,531  

1. 下水道建 239,289 196,157 43,132  

設事業費 1. 給 料 10,018

（汚水） 2. 手 当 5,669 期末手当 1,811

勤勉手当 1,290

管理職手当 540

時間外勤務手当 540

扶養手当 432

通勤手当 250

特殊勤務手当 30

児童手当 240

管理職員特別勤務手当 100

地域手当 436

3. 賞与引当 1,530 期末手当引当金繰入額 845

金繰入額 勤勉手当引当金繰入額 685

4. 法 定 4,341 職員共済組合負担金 3,514

福 利 費 公務災害補償基金負担金 33

退職手当負担金 794

5. 法定福利 331 職員共済組合負担金引当金繰入額

費引当金

繰 入 額

6. 委 託 料 200,000 中継ポンプ場更新工事委託料

7. 工 事 16,500 マンホール蓋更新工事

請 負 費

8. 取 付 管 900 取付管設置工事

設 置 費

2. 流域下水 47,829 17,430 30,399  

道建設費 1. 負 担 金 47,829

業建設負担金

2. 企業債償還金 339,593 359,807  20,214

1. 企 業 債 339,593 359,807  20,214

償 還 金 1. 企 業 債 339,593

償 還 金

（単位　千円）

款 項 目
節

説　　　　　　明
区　　分

企業債償還金　元金

大和川上流・宇陀川流域下水道事

一般職給料
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